
































<要約>

  本研究は、少子化問題を西欧先進諸国の状況と比較検討し、女性の就労参加と子育ての

関係を中心にいかなる家族政策が実施されているかを概括するものである。西欧先進産業

諸国の子育て支援をみてみると、子育てを「社会的なもの」 として家庭外保育施設に重

点をおくものと、育児休暇制度の長期化や所得保障の確保に焦点をおくものの 2つのパタ

ーンに大きく分けることができる。特に後者の施策において、性別役割分業規範が重要な

位置を占めており、「家庭における子育て」重視が育児休業の充実を要請し、結局は休業

を取得する大半の女性が役割分業体制を巧妙な形で再確認させられることにもなりかねな

い。 他の西欧諸国をみるにつけても、性別役割分業規範が根強いところは、女性の就業

と子育てに少なからず亀裂が生じて両者の乖離がおこり、働くか・子どもを産むかの二者

択一的関係となっていく。 その結果、低い出生率が一つの社会現象とし出現してるとも

考えられる。事実、日本やドイツ、イタリアなどの性別役割分業規範の色が濃い社会にお

いては、出生率の低下が著しい。


